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プロジェクト１
北諸県地域を支える多様なアグリプレーヤーの
確保・育成 （対象期間：R3～R7）

プロジェクト２
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Ⅰ 地域農業の概要

○ 北諸県地域は、西は霧島山系、東は鰐塚山系に囲まれた霧島盆地に位置し、都城市、三股町の１市１町で構成。
○ 農業産出額は、全国有数の畜産産地を反映し、９１２億円で県内トップ。特に都城市は全国市町村別で２年連続１位。
○ 産出額全体の８３％を畜産部門が占め、耕種部門では、露地を中心とした野菜、米、いも類、茶等の工芸作物が続く。

図１ 県内の地域別農業産出額 図２ 管内の品目別農業産出額割合

出典＜農林水産省 生産農業所得統計（令和２年）＞ 出典＜農林水産省 市町村別農業産出額推計（令和２年）＞

１



Ⅰ 地域農業の概要

図３ 管内の農業経営体数の推移 図４ 管内の新規就農者の推移

○ 農業経営体数は、個人経営体を中心に、ここ１０年で約４割減少し、約３，３００経営体。
なお、畜産や露地野菜を中心に法人化が進み、法人等経営体は１０年で１．８倍に増加

○ 新規就農者のうち自営就農者は、毎年２０～３０名前後と横ばいで推移。
一方、農業法人等の増加・規模拡大等に伴い雇用就農は増加傾向。

出典＜農林業センサス（２０１０年、２０１５年、２０２０年）＞ 出典＜県農業担い手対策課調べ＞

２



Ⅰ 地域農業の概要

図５ 管内の農業従事者（年６０日以上）の年齢階層 表１ 管内の経営耕地面積別の経営体数

表２ 管内の経営耕地面積

○ 農業経営主の平均年齢は、６８歳と県平均（６６歳）を上回る。
○ 農業従事者では６０代以上の割合が７０％を超えるなど、労働力確保の課題。
現在も約２９０経営体が繁忙期に労働力不足を感じている。（その不足数は１，５００人超）
今後、５年間で外国人労働者を新規採用又は増やしたい経営体が３７。（その増加確保人数は１５８人）

○ 経営面積１０ｈａ未満の経営体が減少する一方で、１０ｈａ以上の経営体が増加。１００ｈａを超える経営体も存在。
経営体数の減少率（▲４２％）に比べ、面積の減少率（▲１２％）は抑えられており、一定の農地集積は進んでいると想定。

＜スローガン＞ 挑戦と連携で築く 「魅力ある高収益盆地農業・農村」

出典＜農林業センサス（２０２０年）＞

出典＜農林業センサス（２０１０年、２０２０年）＞

出典＜農林業センサス（２０１０年、２０２０年）＞

３



Ⅱ 北諸県農業改良普及センター組織図

○地域支援課 課長
・地域企画担当 ３名（事務職１名）

・地域振興担当 ４名

○農業経営課 課長
・土地利用営農担当 ５名(農業土木職１名）
・農畜産経営担当 ４名
・園芸経営担当 ３名

○普及センター
職員総数 ２２名
農業職 １４名
畜産職 ６名
農業土木職 １名
事務職 １名

○特徴
・田畑に囲まれた立地環
境で、農作業風景が身近

独立庁舎
北諸県農林振興局長

振興局次長
兼 普及センター所長

４



Ⅲ プロジェクト一覧（R3～R7）

プロジェクト名 主な活動内容 主担当

１

“農の魅力を
産み出す”人
材の育成と
支援体制の
構築

（総合）北諸県地域を支える多様なア
グリプレーヤーの確保・育成

○新規就農ルートの確立、就農者の
経営安定、法人就農者確保支援

地域振興
担当

（総合）北諸県地域の持続可能な肉用
牛産地づくり

○繁殖成績及び子牛事故率の改善、
経営管理能力の向上支援

農畜産経
営担当

２

“農の魅力を
届ける”みや

ざきアグリ
フードチェー
ンの実現

（専門）北諸県版 水稲経営体の大規
模化を支える省力栽培体系の確立

○スマート技術及び栽培管理技術に
よる省力化支援

農畜産経
営担当

（専門）高品質茶生産、コスト低減によ
る茶経営の安定化

○競争力のある産地の育成、マー
ケットニーズへの対応支援

農畜産経
営担当

（専門）高い生産性を実現する施設
きゅうり産地の育成

○新産地戦略の作成、環境に適応し
た管理技術の定着支援

園芸経営
担当

（専門）生産者が描く未来ビジョンを達
成できるいちご産地の育成

○栽培管理技術向上、産地ビジョン
見直し及び進捗管理支援

園芸経営
担当

（専門）産地ぐるみでブランド化に取り
組むへべす産地の育成

○産地化に向けた新規栽培者の育
成支援

園芸経営
担当

３
“農の魅力を
支える”力強
い農業・農村
の実現

（総合）地域を牽引する集落営農法人
の育成による収益性の高い北諸県農
業の構築

○法人運営の土台作り 、経営の基
盤強化、スマート農業技術の活用
支援

地域企画
担当

（総合）農地と水を活用した魅力あふ
れる大規模畑作経営体の育成

○経営の見える化、スマート農業技
術の活用、経営規模の拡大、畑かん
利用、栽培・防除体系の確立支援

土地利用
営農担当

５



Ⅳ プロジェクト設定の手順

年度上旬
【普及事業推進協議会】 地域課題及びプロジェクトの共有
【農業経営指導士会】 普及事業及びプロジェクトの共有

○北諸県農業改良普及
事業推進協議会
（市町、ＪＡ、NOSAI、農業委
員会、振興局）

＋

○都城盆地農業経営指
導士会
（畜産経営者６名、農産園芸
経営者６名 計１２名）

１０月～１１月頃
○プロジェクト活動の中間検討
○先進事例等の調査研究

年度末

○プロジェクト活動の実績・計画（案）の説明、協議
○プロジェクト活動事例の紹介

１２月～３月
○次年度プロジェクト計画（案）作成作業
（本課、専技センターとの調整）

普及事業推進協議会 幹事会

プロジェクト活動の計画・
実績検討に係る組織

普及事業推進協議会

随時・毎月職員会議後
○各プロジェクト班会議（普及Ｃ）

四半期毎
○進捗検討会（普及Ｃ全員、第２四半期は局含む）

６



Ⅴ プロジェクト１

北諸県地域を支える多様なアグリプレーヤーの
確保・育成

（対象期間：R3～R7）

７



Ⅴ－① 普及計画の概要

○ 就農相談件数は年平均４４件（実数）程度で、新規参入者のうち独立自営就農者は年平均５件程度と少ない。
○ そのため、独立自営就農者の確保・育成を図るため、就農相談から就農、経営安定まで支援を実施。
○ また、当管内には、県内の農業法人の４分の１があるが、法人経営の課題等の解決に向けた支援が実施出来ていない。
○ そのため、法人経営の共通課題の解決について、共同で解決に取り組むグループを通じた支援を実施。
○ Ｒ７年には、新規就農数（独立自営、法人就農含む）の年間５０名確保を目標とする。

新規就農者（独立・自営就農者）の後継者・新規参入者の割合新規就農者数の推移

令和３年度就農相談者の状況
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後継者等 新規参入者※県農業担い手対策課調べ ※県農業担い手対策課調べ

８



Ⅴ－① 普及計画の概要

普及課題 R3 R4 R5 R6 R7 市町村 JA
試験
研究

民間

１ 多様な就農希望ニーズに即した新
規就農ルートの確立
・就農相談、青年等就農計画の作成支援
・農業者研修（アグリスタートセミナー）開催
・肉用牛新規参入者の現地巡回、検討会
【成果目標】

・営農モデル事例を活かした計画策定者数
２名（R2） → １５名（R7）

・肉用牛新規参入者研修受入数

ー名（R2） → ４名（R7）

○ ○

２ 独立・自営就農者の経営安定
・農業者研修（アグリベーシックセミナー）
、サポート巡回、就農状況調査

・農業者研修（アグリステップアップ
セミナー）開催

【成果目標】
・ベーシックセミナー学修内容実践割合

ー％（R2） → ６０％（R7）
・就農計画目標売上80％達成者割合

ー％（R2） → ７０％（R7）
・ステップアップセミナー課題解決実践経営
体数

ー経営体（R2） → ４経営体（R7）

○ ○ ○

年度別計画 （○：連携先）

９



Ⅴ－① 普及計画の概要

普及課題 R3 R4 R5 R6 R7 市町村 JA
試験
研究

民間

３ 雇用者に選ばれる経営体の育成
・労働力確保研修会の開催
・農業者研修（経営者・幹部向け、従業員
向け）の開催

【成果目標】

・営業利益増加法人数
ー経営体（R2） → １０経営体（R7）

○ ○ ◎

年度別計画 （○：連携先）

10



Ⅴ－② 主な取組と現在の状況

普及課題 ： 多様な就農希望ニーズに即した新規就農ルートの確立

２ 主な取組

令和３年度
■就農相談者のニーズに即した品目の紹介
■営農モデル事例を活用した就農計画の策定
■当初計画のきゅうり、いちご、アスパラガスの他、露地野菜や酪農、肉用牛
繁殖について、８名が就農計画を作成。

■畜産人材育成のための受入体制の整備では、新規就農者の確保や育成に
対して前向きな考えを持つ法人を含む農家４戸から研修受入の承諾を得た。

現在の状況（令和４年４月から現在まで）
■就農計画の作成支援

■肉用牛繁殖で就農を希望するヘルパーに対し、研修受入農家と連携し動態
表の作成等、人材育成について支援。

令和５年度

■資材費高騰の影響を受け、単品目での就農が厳しくなっているため、新規就
農者でも可能な営農類型モデルの検討や、半農半Ｘ・定年帰農などライフス
タイルに合わせた就農モデルの検討を行う。

３ 成果目標の達成状況
・営農モデル事例を活かした計画策定者数 ２名（R2）→ ８名（R3実績）
・研修受入承諾農家数 －件（R2）→４件（R3実績）

１ 重点対象集団

令和４年度就農予定者（３名）、畜産人材育成に貢献意欲の高い農業者（５名）

就農相談・就農計画作成支援

新規就農者支援部会

11



Ⅴ－② 主な取組と現在の状況

普及課題 ： 独立・自営就農者の経営安定

２ 主な取組

令和３年度
■経営や技術に関する基礎学修を実施。
■サポート巡回、就農状況調査等による技術支援を実施し、就農計画目標売
上の８０％以上を１２名が達成し、うち９名は目標売上を超える実績となった。

■経営分析や経営管理手法、事業承継など経営管理技術に関する研修を開
催し、参加者の高い理解率と満足度を得た。

現在の状況（令和４年４月から現在まで）

■対象者のニーズを反映させながら体系的に農業者の習熟度に応じた学修
会を実施。

■サポート巡回、就農状況調査、個別巡回等による経営や技術支援を実施。
令和５年度
■農業者の習熟度に応じた学修会の開催
■新規就農者の基礎技術の修得に向け、技術・経営面の支援を実施

３ 成果目標の達成状況
・ベーシックセミナー学修内容実践割合 －％（R2）→ ８２％（R3実績）
・就農計画目標売上80％達成者割合 －％（R2）→ ８６％（R3実績）
・経営課題を明確化した経営体数 －件（R2）→ ４件（R3実績）
・課題解決実践経営体数 －件（R2）→ ２件（R3実績）

１ 重点対象集団

就農後概ね３年までの新規就農者者（66名）、次世代人材投資事業対象者（14名）
経営発展を志す就農後３年以上の農業者

就農状況調査・サポート巡回

12

令和４年度農業者研修受講者の満足度
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Ⅴ－② 主な取組と現在の状況

普及課題 ： 雇用者に選ばれる経営体の育成

２ 主な取組

令和３年度
■会員間の共助活動や情報共有を支援
■オンライン合同就職説明会（９社参加）を開催し、全国から59組が視聴し、
うち３組がマッチング。

■従業員を対象に普通救命講習、刈払機取扱講習、コミュニケーション研修
を開催。

■経営者・幹部を対象に、作業指示書とその活用方法、コスト削減に関する
研修を開催。

現在の状況（令和４年４月から現在まで）

■農地シャッフルプロジェクトを開催し、農地を任される者としてのあるべき
姿を明文化。

■農業女性のための農業女子による機械作業実演講習会の開催
■異業種（機械メーカー，ソフト開発メーカー）交流プロジェクトの開催
令和５年度

■共同求人の開催、女性農業者への活動支援、インスタグラム等ＳＮＳを活
用した情報発信支援。

３ 成果目標の達成状況
・営業利益増加法人数（現状維持を含む） －経営体（R2）→ ５経営体（R3実績）

１ 重点対象集団

管内雇用型経営体１３社（スイミー都城）

オンラインセミナー合同就職説明会

13



Ⅴ－② 主な取組と現在の状況

○ 管内新規就農者数
Ｒ２（基準）年間７１名 → Ｒ３（実績）年間９１名（Ｒ７累計目標：２５０名）

プロジェクト全体の到達目標の達成状況

14



Ⅴ－③ 今後の課題と対応方向

（令和４年度）
■関係機関・団体と連携し、様々なニーズに対応する就農ルートの確立
を図るための事例調査を実施

■就農希望者や就農３年未満の農業者を対象に研修会を開催し、経営
初期段階で必要な技術や経営に関する基礎知識の習得を支援

■将来の経営発展を視野に、「経営計画作成」や「法人化」、「スマート
農業」をテーマとした研修会を実施

■雇用型経営体グループ（スイミー都城）の共通課題である労働力確保
について合同就職説明会を開催予定

（令和５年度）
■資材費高騰に対応した就農モデルや半農半Ｘ、定年帰農など様々な
ニーズに対応する就農モデルの検討

■農業者研修の対象者のニーズを反映しながら、体系的に習熟度に応
じた研修会の開催

■雇用型経営体では、採用される従業員の人材育成を見据えた、共同
求人の在り方について検討

15



Ⅴ プロジェクト２

地域を牽引する集落営農法人の育成
による収益性の高い北諸県農業の構築

（対象期間：R3～R7）

16



Ⅴ－① 普及計画の概要

○ 集落営農法人が１１法人設立されているが、労働力や担い手の確保が難しくなってきており、将来に向けて担い手等を安
定して確保するための体制整備が急務。
○ 中小規模の法人は、ほ場条件や施設等の整備状況、労働力等の条件に合う作付体系が確立出来ていないため、経営が
安定してない。
○ 法人経営における経営や労務管理において、構成員自らが管理を行うための資質向上とともに、経営計画を現状に合わ
せ、定期的に見直ししていくことが必要。
○ Ｒ７年には、管内の水田面積に占める集落営農法人による作付割合７．９％を目標とする。

管内水田面積の推移 管内法人数の推移の推移

今新の10a当たり売上高の推移 沖水３法人との売上高の推移の比較

17



Ⅴ－① 普及計画の概要

普及課題 R3 R4 R5 R6 R7 市町村 JA
試験
研究

民間

１ 将来に向けた法人運営の
土台作り
・意見交換会の開催

【成果目標】
・法人の経営面積

４５１ha（R2） → ４５１ha（R7）

○ ○

２ ほ場条件に合った作付け体系の
確立
・ほ場条件の整理
・問題点の解析及び改善策検討
【成果目標】

10ａ当たり売上高
７９，７１４円（R2） → ８３，７００円（R7）

○ ○ ○

３ 法人経営基盤の強化
・経営計画作成に係る経営、労務管理、
農作業安全の研修会の開催
【成果目標】

経営計画見直し法人数
０法人（R2） → ５法人（R7）

○ ○ ○

年度別計画 （○：連携先）
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Ⅴ－② 主な取組と現在の状況

人材確保に向けた検討会（Ｒ３）

普及課題 ： 将来に向けた法人運営の土台作り

２ 主な取組

令和３年度
■組織の広域化や連携を促すため、情報共有体制の構築に向け、検
討会を３回開催し、オペレーターなど人材の確保を課題として整理。

■解決策として従業員を雇用する際の労務管理改善について被雇用
者の意識を高めるための集合研修を開催。
現在の状況（令和４年４月から現在まで）
■短期雇用を確保するため、５月に馬鈴薯収穫作業のPR動画の製作
を支援し、援農隊の取組を推進。主に馬鈴薯収穫で３法人が活用。

■６月に集落営農向けの国・県単事業を活用したネットワークの構築を
推進。

■常勤雇用を確保するため、８，９月に管内・県外の生産法人の雇用
確保の取組を集合研修で紹介。情報共有の場の重要性等を認識。
令和５年度
■雇用確保へ向けた援農隊の取組等のを支援。

３ 成果目標の達成状況
■情報共有体制の構築のための検討会数
－（Ｒ２） → ３回（Ｒ３実績）

■法人の経営（農地）面積
４５１ha（Ｒ２） → ４６０ha（Ｒ３実績）

ネットワーク構築に向けた協議（Ｒ４）

１ 重点対象集団 （沖水３法人）

きらり農場高木（343戸）、きっとかな田（387戸）、夢ファームたろぼう（225戸）
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Ⅴ－② 主な取組と現在の状況

普及課題 ： ほ場条件にあった作付体系の確立

２ 主な取組

令和３年度
■作付品目や年間作付体系について、講習会を含め４回の課題解決に向け
た検討を支援。10項目の改善取組目標を設定、事務所内に掲示したことで
目標達成への意識向上が図られた。

■ほ場条件や作付体系の見直しを支援。作業が重複する品目の栽培中止及
びほ場条件にあった適地適作が実践され、大豆の反収が119％向上し、売
上高が増加。３月に月別の作業カレンダーの作成を支援。
現在の状況（令和４年４月から現在まで）

■毎月１回の理事会で、改善取組目標の達成状況を確認し、馬鈴薯は１項目、
甘藷（紅はるか）は全３項目及び農業機械の修繕費１項目、５項目を達成
（水稲・大豆は未達成）。紅はるかは、昨年度に比べ２倍以上の反収を達成。

■昨年度（Ｒ３）の経営分析結果等について検討会を年内に実施し、翌年の改
善取組目標の策定等を支援予定。３月までに、ドローン等のスマート農機の
活用について研修会２回を開催予定。

令和５年度
■引き続き、改善取組目標の策定と実践を進める。

３ 成果目標の達成状況
■課題解決検討
－（Ｒ２） → ３回（Ｒ３実績）

■10a当たり売上高（５％増／５年間）
79,714円（Ｒ２） → 101,123円（Ｒ３実績） ※123％増

１ 重点対象集団

今新（186戸）

経営改善に向けた研修会（Ｒ３）

改善取組目標のポスター（Ｒ３）

20



Ⅴ－② 主な取組と現在の状況

普及課題 ： 法人経営基盤の強化

２ 主な取組

令和３年度
■経営分析の実践による経営改善を進めるため、研修会を開催。８法人
１４名が出席。経営分析を実施した１法人が作付計画を見直し。
■労務管理として、人材及び労働力確保の研修を計２回、延べ12法人16名
（各々７法人９名、５法人７名）が出席。農作業安全の個別研修を３法人に支
援。

現在の状況（令和４年４月から現在まで）
■経営分析の研修会は12月以降に計画中。

■集落営農法人向けの研修会を４回開催。一般の農業者研修会への２回参
加を加え、計６回（労務管理として人材確保・育成及び農作業安全・農業機
械で各々３回）に８法人で延べ61名参加。

令和５年度
■経営分析・改善など集落営農法人の課題を捉え、農業者研修等により支援。

３ 成果目標の達成状況
■経営計画検討法人数
－（Ｒ２） → １法人名（Ｒ３実績）

■経営計画の見直し法人数
０（Ｒ２） → １（Ｒ３実績）

１ 重点対象集団

管内集落営農法人（11法人）

人材確保研修会（Ｒ３）

雇用確保改善研修会（Ｒ４）
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Ⅴ－② 主な取組と現在の状況

○ 管内水田面積に占める集落営農法人による作付（農地）面積の割合（％）
Ｒ２（基準）７．９％ → Ｒ３（実績）８．４％（Ｒ７目標：７．９％）

【563ha】 【578ha】

プロジェクト全体の到達目標の達成状況

22



Ⅴ－③ 今後の課題と対応方向

（令和４年度）
■沖水３法人の広域化・連携に向けて、研修会の開催や連携した事業
の取組支援などを通じ、ネットワークの構築を支援。

■今新の理事会において、前年度の経営分析及び改善取組目標
の達成状況等を検討し、経営改善を支援。

■管内の集落営農法人を対象に経営分析及びスマート農機（ドローン
等）の研修を開催するとともに、 １法人の経営分析を実施。

（令和５年度）
■雇用確保の取組など抽出した解決策の実践を支援。研修会の開催
及び国・県単事業活用によりネットワークを構築し、沖水３法人の広域
化・連携を進める。水田の作付面積割合の維持を支援。
■改善取組目標の達成を支援し、今新の経営改善を図る。
■ドローン活用、大豆の適期播種及びGPSマルチ張り機械の実証。

■経営分析の実践など集落営農法人の課題を捉え、農業者研修を含め
支援し、経営計画の見直しを推進。 23


